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第１章 はじめに 

集積の経済とは，多数の企業が一都市に集

まることによって得られる便益の総称である．

そうした集積の経済は通常，経済学的特徴か

ら２つに分類される．１つは特定地域におけ

る同業種の集積によって発生する地域特化の

経済で，もう１つは多くの異業種の集積によ

って生じる都市化の経済である． 

本論文では，集積の経済を産業ごとに，地

域特化の経済と都市化の経済に分けて計量し，

それらの及ぶ空間的な範囲の広狭を求め，特

徴を明らかにした． 

 

第２章 モデルの導出と分析対象の概要 

 まず，八田・唐渡（1999）で用いられてい

るモデルを紹介する．続いてこのモデルを発

展させ，本論文で用いるモデルを導く． 

 

１．八田・唐渡（1999）のモデル 

 八田・唐渡（1999）では，集積の経済とは

労働の効率性であると考える．すなわち，労

働時間を N時間，j地区における集積の経済

を vjとしたとき，実質労働時間は vjN時間に

なると考える．次に，j地区に立地する企業

の生産は，オフィス・スペース Sと労働時間

Nをインプットとする生産関数 
 DD � 1)( NvSY j  

によって決まるとする．一方，j地区に立地

する企業は，単位面積当たりのオフィス賃料

Rj，賃金率Wに直面しているとする．このと

き，生産にかかる費用は RjS+WNと表すこと

ができ，企業は費用最小化問題 
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により，財１単位の生産に対する最適なオフ

ィス・スペース S*と，最適な労働時間 N*を

決定しているとする． 

ここで，財１単位の価格を１とすると， 

 1)( 1  �DD NvS j   …（１） 

である．市場が競争的で，最終的な利潤がど

の地点でも０であるとすると，財１単位の価

格と生産費用は一致するから， 

 DD � � 1)( NvSWNSR jj  

となる．上式を Sで偏微分すると， 
 DDD �� 11 )( NvSR jj  

となり，これと（１）とから， 

 SR j /D  

が得られる．よって Sの最適解 S*は 

 jRS /* D   …（２） 

である．同様の手順で，Nの最適解 N*は 

 WN /)1(* D�   …（３） 

である．（１）に（２），（３）を代入して， 
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の賃料関数が得られる．ここで，集積の経済



vjを j地区の従業者密度 njの関数とし，パラ

メータ κ，λを用いて 
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と定義したものが，八田・唐渡（1999）で用

いられているモデルの概要である． 

 

２．本論文で用いるモデル 

 まず，i産業の従業者１人が i産業の集積の

経済に及ぼす影響と，i 産業以外の従業者１

人が i産業の集積の経済に及ぼす影響の比を

βi：1-βi (0≦βi≦1)であるとした． 

 次に，集積の経済が影響を受ける空間的な

範囲を明らかにするため，j 地区における i

産業の重み付き従業者密度 nijwと，j地区にお

ける i産業からみた他産業の重み付き従業者
密度 ijwn を求める．まず，s地区と t地区の間

の距離を dst，同一地区間の距離を d とし，j

地区の地域特化の経済に対する他地区からの

影響の減衰の度合いを wi，j 地区の都市化の

経済に対する他地区からの影響の減衰の度合

いを iw とした重み行列 
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を用意する1．ただし 0≦wi， iw ≦10とする．

また，i産業の従業者密度ベクトルと，i産業

からみた他産業の従業者密度ベクトル 
 � �c iki nn L1in  

 � �c iki nn L1in  

を用意する．ただし，j地区における i産業の

従業者密度を nijとし，j地区における i産業

以外の従業者密度を ijn とする． 

このとき，wの j行目を wi,jなどと表すと， 
 iji, nw ijwn  

 iji, nw ijwn  

となる． 

以上から本論文では，i産業の j地区での集

積の経済 vijを，パラメータ ai，Biを用いて 
 > @iijiij BNav �{ exp  …（５） 

と定義する．ただし， 
 � �^ `ijwiijwiij nnN EE �� 1  

である． 

また，j地区における i産業の地域特化の経

済 lvijと，j地区における i産業の都市化の経

済 uvijをそれぞれ， 
 > @)(exp iijwiiij bnalv �{ E  

 > @))(1(exp iijwiiij bnauv ��{ E  

とする．ただし， 
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とする．すなわち，集積の経済 vijは地域特化

の経済と都市化の経済の積であるとする． 

（４）式の賃料関数を産業別に考え，（５）

を代入して，両辺の自然対数をとると， 
 iijij NAR J� ln   …（６） 

が得られる．ただし 
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である． 
 （６）式では βi，nijw， ijwn が不明であるか

ら直接回帰分析を行うことはできない．そこ



で，βi，wi， iw をそれぞれの定義域内で独立

に動かしながら（６）式の回帰を行い，最も

決定係数が高くなる場合の βi，wi， iw をパラ

メータとして採用する．βi，wi， iw はそれぞ

れ 0.2刻みで動かした．αとWの値はデータ

から直接得られ，これらの値から vij，lvij，uvij

の値も求めることができる．ここで，wi， iw

はそれぞれ地域特化減衰パラメータ，都市化

減衰パラメータと呼ぶ．また，全産業の平均

的な集積の経済 vjも求めておく． 

 

３．分析に用いる指標と対象地域・産業 

 本論文では，労働時間の増加をもって集積

の経済の大きさを比較する．すなわち，集積

の経済によって i産業の労働時間が hi倍に増

加し，全産業の平均では h倍に増加したとす

ると，hi / hを用いて比較する．ここで，hi / h

を労働時間増加指数と呼ぶ． 

本論文では東京 23区を分析対象とした．用

いるデータは平成 13年事業所・企業統計調査

の３次メッシュデータである2．また，本論文

では 23 区の地域的な差異を明らかにするた

めに，都心区・副都心区・周辺区に分けた分

析も行った3．さらに，本論文では産業中分類

項目をいくつかの産業群に再編成し，それら

を分析対象産業とした4． 

 

第３章 産業・地域別にみた集積の経済 

各パラメータを求めると，以下の特徴が明

らかになった．まず，各産業の集積の経済の

大きさは表１のようになった．23区内では産

業によって特に集積の経済を得やすい地域が

あるわけではなく，集積の経済を得やすい産

業とそうでない産業がある． 

次に，各地域・各産業の地域特化減衰パラ

メータと都市化減衰パラメータを図示すると， 

表１ 各産業の各地区における労働時間増加指数 

全域 都心 副都心 周辺
製造業
生 活 関 連 型 0.89 0.89 0.89 0.89
基 礎 素 材 型 1.14 1.15 1.14 1.14
加 工 組 立 型 0.93 0.94 0.94 0.94

運 輸 業 1.26 1.28 1.26 1.26
通 信 業 1.06 1.06 1.06 1.06
卸 売 業 0.98 0.98 0.98 0.98
小 売 業 0.92 0.92 0.93 0.92
飲 食 店 0.99 1.00 0.99 0.99
金 融 業 1.36 1.37 1.35 1.34
サービス業
情 報 コ ン テ ン ツ 分 野 0.92 0.91 0.92 0.92
事 業 所 サ ー ビ ス 分 野 1.01 1.01 1.01 1.01
メ ン テ ナ ン ス 分 野 0.86 0.86 0.87 0.87
生 活 関 連 分 野 0.97 0.98 0.98 0.97
観光コンベンション分野 1.02 1.01 1.02 1.02
医 療 介 護 福 祉 分 野 0.84 0.84 0.84 0.84

 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

地域特化減衰パラメータ

都
市
化
減
衰
パ
ラ
メ
ー

タ

生活関連型製造業
基礎素材型製造業
加工組立型製造業
運輸業
通信業
卸売業
小売業
飲食店
金融業
情 報 コ ン テ ン ツ分野
事 業 所 サ ー ビ ス分野
メ  ン  テ  ナ ン ス分野
生    活    関    連分野
観光・コンベンション分野
医療  ・介護  ・福祉分野

 
図１ 23区における集積の経済の特徴 
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図２ 都心区における集積の経済の特徴 
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図３ 副都心区における集積の経済の特徴 
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図４ 周辺区における集積の経済の特徴 

 

図１～図４のようになった．図１は，23区全

域での分析の結果である．都市化減衰パラメ

ータの値は比較的狭い範囲に収まっているが，

地域特化減衰パラメータの値は幅広い値をと

り得る．集積の経済の特徴は地域特化減衰パ

ラメータにあらわれるといえる． 

 図２は，都心区における分析の結果である．

近隣の自産業従業者からの影響が弱い産業は

近隣の他産業従業者からの影響が強く，逆に

近隣の自産業従業者からの影響が強い産業は

近隣の他産業従業者からの影響が弱い．この

ようなトレードオフ関係が，都心区における

集積の経済の特徴である． 

 図３は，副都心区での分析の結果である．

地域特化減衰パラメータは比較的狭い範囲の

値しかとらないが，都市化減衰パラメータは

幅広い値をとる．この都市化減衰パラメータ

に集積の経済の特徴があらわれるといえる． 

 図４は周辺区での分析結果である．図３と

同様であるが，分布の特徴が明確になる． 

 

第４章 おわりに 

本論文では，集積の経済を地域特化の経済

と都市化の経済に分けて分析するモデルを作

成した．これを用いて，それぞれが影響を受

ける空間的な範囲の広狭や，自産業の従業者

１人と他産業の従業者１人が集積の経済に及

ぼす影響の比を求めた．そして各産業におい

て，地域特化の経済と都市化の経済の大きさ

を計量し，集積の経済の特徴を明らかにした． 

今後の課題としては，関連する他産業との

関係の深さを明らかにすること，遠隔地の従

業者からの影響には費用ペナルティを課すこ

と，地域特化の経済から規模の経済を分離す

ることなどが考えられる． 
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